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要旨：鉄筋コンクリート造耐震壁フレーム構造を対象として，1/3 スケール６層立体フ

レームに対する一方向振動台実験を実施した。試験体は，各層高さ 1m，加振方向 1 ス

パン＠1.8ｍ，直交方向２スパン＠2.0m とした。入力波には既往の観測波を用いた。入

力波は段階的にレベルを上げて入力し，各レベルにおいて破壊性状の進展状況の確認を

おこない，高次モードの影響に関しての検討を行った。その結果，立体フレーム下層部

の最大応答変位に占める高次モードの割合が最大耐力以後に増加すること，ベースシア

も同様に増加することを実験的に得た。これらは，２次モードの長周期化と２次モード

形の変化が，最大耐力以後に顕著となったためと考えられる。 
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1. はじめに 

大都市大震災軽減化特別プロジェクト（以下，

大大特）の１テーマである RC 建物実験では，

2005 年から 2006 年にかけて（独）防災科学技

術研究所が所有する実大三次元震動破壊実験施

設（略称 E-Defense，以後略称で記する。建設中。）

の三次元震動台を活用して最初の実大鉄筋コン

クリート（以下，RC）建物の震動実験が予定さ

れている。そして，その予備実験シリーズ 1)とし

て，2002 年から 2004 年にかけ，実大試験体が

対象としている耐震壁フレーム構造に関する 5
つの振動台実験がすでに実施，あるいは計画さ

れている。本実験は，その一つであり，実大の

1/3スケールの連層耐震壁 6層フレーム構造の振

動台実験である。 
構造物の地震応答に及ぼす動的影響について

は，比較的大規模な振動台実験において検討し

た事例 2), 3)がある。しかし，実施例が少なく，今

後も貴重なデータの蓄積が必要である。本実験

もその研究シリーズの一つである。また，大大

特において同試験体に対する擬似動的実験も予

定されており，様々な視点で動的効果に関する

検討がなされる予定である。 
本論文では，そのうち振動台実験データを用

い動的性状や高次モードに関して検討を行った。 
 なお，実験には，独立行政法人防災科学技術

研究所大型耐震実験施設の大型振動台を用いた。 
 
2. 実験概要 

2.1. 試験体 

試験体は，鉄筋コンクリート耐震壁フレーム

構造を対象とした６層立体フレームとした。縮

尺は実大の 1/3 スケールとした。 
平面計画は，１×２スパン，短手スパン長1.8m，

長手スパン長２m とした。１階平面図及び，２

～R 階平面図を図-１に示す。連層耐震壁を中央

構面（X２）に配置し，両端の構面(X１, X３)及
び，耐震壁に直交する構面(Y１ Y２)は純フレー
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ム構造とした。加震方向は短手方向である。 
試験体の純フレーム構面(X１, X３)，耐震壁構

面（X２），直交構面（Y１，X２）の立面図を図

-２，図-３に示す。階高はすべて１m とした。全

層すべて同一の構造とした。なお，１, ３, ５階

の独立柱すべてにロードセルを設置した。 
実験施設の制限とロードセルの設置のため，

試験体は２層ごと（１・２層部，３・４層部，

５・６層部）の分割製作を行なった。壁基部（３

階，５階）及び柱中央部（１階，３階，５階）

で試験体を連結した。壁基部連結部では，上層

部側柱主筋と溶接接合された鋼板と，下層部側

柱主筋と溶接接合された鋼板を，ボルト接合し

引張力を伝達できる構造とした。柱中央連結部

では，上部柱主筋と溶接接合された鋼板と，下

部柱主筋と溶接接合された鋼板を，ボルト接合

し引張力を伝達する構造とした。 
応力度および加速度が実大と縮尺モデルで等

しくなるように相似則を設定し，付加錘を各層

に設置した。各層重量 94kN，１階床レベルでの

試験体重量 564KN となった。単位面積重量は

13KN/m2（床面積 7.2m2），１階柱の軸力比は

0.09（軸応力 2.73N/mm2）となった。 
試験体の各部材の断面詳細を表-１に示す。床

スラブ以外の断面は実大のスケールモデルにな

っている。床スラブの諸元は付加錘（１m×１m
×0.6m，30.8KN×２スパン）に対する耐力で決

定したため，スケールモデルとしては厚くなっ

ている。 
試験体に用いた鉄筋とコンクリートの材料特

性を表-２，表-３に示す。コンクリートの設計基

準強度は 30N/mm2とし，鉄筋は SD295 を用い

た。仮想仕事法による保有水平耐力の概算値は

735kN（ベースシア係数 1.3）となった。 
2.2. 入力計画 

入力波には３つの観測波を用いた。すなわち，

1978 宮城県沖地震東北大学観測波 NS 成分（以

下，TOH），1940 Imperial Valley 地震 El Centro
観測波 NS 成分(以下，ELC)，1995 兵庫県南部

地震神戸海洋気象台観測波NS成分（以下，JMA）

(単位: mm)

図-１ １階平面図    図-２ ２-R階平面図

 

図-３ 純フレーム構面立面図及び， 

連層耐震壁構面立面図 

1/3 

図-４ 直交構面立面図 

(単位: mm)

図-１ １階平面図及び，２-R 階平面図 

 

図-２ 純フレーム構面立面図及び， 

連層耐震壁構面立面図 

1/3 

図-３ 直交構面立面図 
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を最大速度で基準化（基準化速度）である。 
また，相似則を満足させるために，時間軸を

原波の1/ 3 倍とした。そのため，振動台に入力

する波（入力波）の最大速度は基準化最大速度

の1/ 3 倍となる。以下入力波は，波名＋基準化

最大速度（たとえば，TOH25）と略記する。 

 

 

2.3. 実験結果の概要 4) 

 TOH25 で は ， 最 上 階 最 大 応 答 変 位 が

−2.0mm(1/3250)，最大ベースシア−139kN で，

ひび割れは観測されなかった。 
 ELC37 で は ， 最 上 階 最 大 応 答 変 位 が

−6.9mm(1/942)，最大ベースシア 327kN で，ひ

び割れは観測されなかった。 
 JMA50 で は ， 最 上 階 最 大 応 答 変 位 が

−20.9mm(1/311)に達し，最大ベースシア 583kN
であった。最大残留ひび割れは，連層耐震壁１

層部のせん断ひび割れで，0.3mm であった。側

柱曲げひび割れや純フレーム構面にはひび割れ

は観測されなかった。 
 JMA75 で は ， 最 上 階 最 大 応 答 変 位 が

44.8mm(1/145)に達し，試験体の損傷は，連層耐

震壁側柱主筋降伏，純フレーム構面引張柱主筋

降伏が生じた。最大残留ひび割れは，連層耐震

壁１層部のせん断ひび割れで，0.5mm であった。

また，2-3 層で 0.1mm が，4-5 層にも 0.1mm 未

表-１ 断面詳細 
壁 壁厚 

側柱中心間距離 
縦横筋 

80mm 
1800mm 

D6-double@100 
(千鳥格子) 

柱 形状 
主筋 
帯筋 

副帯筋 

200×200×750mm 
12-D13 

2-D6@60 
4-D6@120 

梁 形状 
主筋 
帯筋 

150×250×1800mm 
6-D10 

2-D6@50 
基

礎

梁 

形状 
主筋 
帯筋 

200×450×1650mm 
12-D10 

2-D6@50 
床

ス

ラ

ブ 

形状（厚） 
スラブ上端筋 
スラブ下端筋 

80mm 
D6@200 
D6@100 

表-２ 鉄筋の材料特性 
 降伏強度 

(N/mm2) 
引張強度 
(N/mm2) 

D6 349 (1.19) 454(1.54) 
D10 344 (1.17) 501(1.70) 
D13 328 (1.12) 474(1.61) 

注）材料試験結果は，３体の平均による。倍率は，

JIS 降伏強度下限値(295N/mm2)に対する倍率 

表-４ 加振計画 
入力波 
（略記） 

原波

に 
対す

る 
倍率 

基準化 
最大 
速度 

(cm/s) 

入力波

最大 
速度

(cm/s) 

入力波 
最大 

加速度 
(cm/s2) 

TOH25 0.6 25 14 155 
ELC37 1.1 37 21 345 
JMA50 0.6 50 29 491 
JMA75 0.9 75 43 736 

表-３ コンクリートの材料特性 
 Frame A 

N/mm2 (材
齢) 

Frame B 
N/mm2 (材

齢) 
基礎部 37.8(86)△ 40.1(101) 

１・３層部 46.6(66) 48.9(81) 
２・４層部 44.1(49) 46.2(64) 

5 層部 46.6(41)△ 47.1(56)△ 
6 層部 45.6(34)△ 46.8(49)△ 

注）材料試験結果は，３体の平均による。主要

部位は当日の試験結果である。その他（イタリ

ック体＋△）は，7 日及び 28 日強度より推定し

たものである。 

 

 

図-４ X２構面ひび割れ図（JMA75 直後） 
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満のせん断ひび割れが観測された。最大ベース

シアは，756kN(ベースシア係数 1.34)であった。

この時最大耐力に達した。このときの X２構面

のひび割れ図を図-４に示す。 
 
3. 動的性状 
3.1. 固有振動数 
 各地震波の入力前後にホワイトノイズを入力

し，試験体と動特性を同定した。ホワイトノイ

ズは，周波数帯域 DC-40Hz，最大加速度 20mc/s2，

継続時間 40s とした。 
同定に用いた加速度は，振動台加速度と各層

床加速度である。各層床加速度には，X2Y1 の各

層の接合部に設置した加速度計を用いた。ただ

し，2 階床加速度は，X2Y1 接合部の加速度計が

不良であったため，剛床を仮定し，X1Y1 及び

X3Y1 接合部に設置した加速度計の平均値を用

いた。 
最上階の伝達関数を図-５に示す。無損傷時に

おける最上階における１次の固有振動数は

6.8Hz，応答倍率は 58.5 倍であった。２次の固

有振動数は 28.8Hz で，応答倍率は 18.4 倍であ

った。 
最大耐力を経験したあとの状態である

JMA75 入力直後では，最上階における１次の固

有振動数は 4.7Hz，応答倍率は 29.2 倍であった。

２次の固有振動数は 21.1Hz，応答倍率は 8.8 倍

であった。 
弾性状態と最大耐力後の状態を比較すると，

１次，２次ともに応答倍率は半減している。１

次，２次の固有振動数も低下，長周期化してい

る。ただし，２次固有周期が長周期化する幅の

方が相対的に大きい。 
3.2. 固有モード 
 各層床加速度を用いて，試験体の固有モード

を算出した。算出方法を以下に示す。 
各層床加速度の最大応答倍率から１を引いた

値 m iu を用いて，弾性状態における試験体の１次

および２次の固有モードを求める。 
ここで，m iu の左下付きの添字 m はモード次数
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振動数(Hz)

加
速

度
応

答
倍

率
(g
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/
ga

l)

伝達関数

無損傷

ELC37直後

JMA50直後

JMA75直後 

 
図-５ 伝達関数 

を示し，右下付きの添字 i は各層を示す。各 i 層
の応答を示す値は，i 層の天井位置，すなわち i+1
層の床位置の加速度とする。 

正規化は，m 次モード形 m mβ u の成分の総和と

２乗和が等しくなるように行った。ここで，太

字はマトリックスまたは，ベクトルを表すこと

とする。 

( ) ( )2

1 1

N N

m m i m m i
i i

u uβ β
= =

=∑ ∑   (1) 

:mβここで、　 刺激係数、N:層数  

正規化固有モード（無損傷，JMA75）を図-
６示す。１次モードはほとんど変化がなく，２

次モードが損傷に伴って変化している。特に，

１・２層部で２次の応答倍率が大きくなってい

る点が注目される。 

-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5
0

1

2

3

4

5

6

正規化固有モード

層

無損傷１次モード
無損傷２次モード
JMA75直後１次モード
JMA75直後2次モード

 

図-６ 固有モード 
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4. 床変位のモード分解 
本試験体下層部にあたる２階応答変位をモー

ド分解する。１次の等価変位を式(2)に定義する。 

1
1

1

( )
( )

t
m td t

M
β

=
u M d

   (2) 

ここで， M ：質量マトリクス，t：転置 
   1M ：等価質量 

{ }1 1 1 1tM β= u M    (3) 

 最大耐力時のモード分解された正規化２階応

答変位を弾性状態と比較する。ここで正規化と

は，各加振の最大値で除したものとした。TOH25 
と JMA75 の正規化２階応答変位を図-７，図-８
に示す。ほぼ弾性状態といえる TOH25 では，高

次 モ ー ド の 影 響 が ８ % 程 度 で あ っ た 。

5.8 6 6.2 6.4 6.6
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図-７ 正規化変位（TOH25） 
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図-８ 正規化化変位（JMA75） 

 JMA75 では，最大変位に 13%の高次モードが

発生した。また，最大変位前後 0.5s 間では，20%
近い高次モードが発生している。これは，２次

固有周期の長周期化と２次モード形の変化が要

因と考えられる。 
 

5. ベースシアのモード分解 
 各加振時のベースシアをモード分解した。ベ

ースシアのモード分解は，モード分解された床

加速度と各層質量を乗算し算出した。 
最大耐力時のモード分解された正規化ベース

シアを最大耐力以前と比較する。JMA50 と

JMA75 の最大ベースシア発生前後のモード分

解された正規化ベースシアの波形を図-９，図-10
に示す。JMA50 では，２次モードが最大ベース

シア時に 10%発生した。また，最大ベースシア

発生前後 0.5s では 13%であった。 
JMA75 では，最大ベースシア発生時に 13%発

生した。最大ベースシア発生前後では，18%に

達している。これは２階床変位と同様，２次固

有周期の長周期化が主な原因と考えられる。 
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図-９ 正規化ベースシア（JMA50） 
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図-10 正規化ベースシア（JMA75） 
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6. まとめ 

鉄筋コンクリート造６階建て耐震壁フレーム

構造を対象として振動台を用いた実大の 1/3 ス

ケール立体フレームに対する１方向加振実験を

実施した。得られた実験結果をもとに破壊性状

に及ぼす高次モードの影響に関する検討を行い，

以下の結果を得た。 
・ 損傷の進行に伴い，１次モードと２次モード

の加速度応答倍率は伴に低下する。両者の固

有周期も同様に長周期化する。しかし，２次

モードのほうが長周期化の割合が大きいた

め，結果として損傷に伴う２次モードの割合

が大きくなる。 
・ 固有モードの変化は，最大耐力以後発生し，

２次モードが１・２層部で大きくなった。こ

のとき，１次モードは変化していない。 
・ ２層部の最大応答変位に占める高次モード

の割合は，最大耐力以後増加した。弾性状態

では，高次モードの割合は１割未満であった

のに対し，最大耐力付近では２割にまで上昇

した。 
・ ベースシアに占める高次モードの割合は，最

大耐力以後増加した。最大耐力以前では，１

割程度であったのに対し，最大耐力後では２

割程度まで増加した。 
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